
見附市告示第１２３号 

 見附市インターンシップ受入促進事業補助金交付要綱を次のように定める。 

  令和５年７月５日 

                    見附市長  稲 田  亮 

   見附市インターンシップ受入促進事業補助金交付要綱 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、市内企業等における人材不足の解消及び優秀な人材の確保を

支援するため、市内企業等が実施するインターンシップの取組に要する経費の一

部に対し、予算の範囲内において、見附市インターンシップ受入促進事業補助金

（以下｢補助金｣という。）を交付するものとし、その交付に関しては、見附市補

助金等交付規則（昭和３４年見附市規則第５号。以下｢規則｣という。）に定める

もののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めると

ころによる。 

 （１） 学生等 学校教育法（昭和２２年法律第２６条）に規定する大学、大学

院、短期大学、高等専門学校、専修学校等に在籍する者をいう。 

 （２） インターンシップ 学生等が、一定の期間、市内の事業所で行う就業体

験等（資格取得等の実習、学校が実施する職場体験等は除く。）をいう。 

 （３） 企業等 市内に事業所を有し、事業活動を行う企業、法人又は団体をい

う。 

（補助対象者） 

第３条 補助金の交付の対象となる者は、次に掲げる要件を全て満たす企業等とす

る。 

 （１） 学生等とインターンシップを実施する企業等（以下「受入企業等」とい

う。）に雇用関係がないこと。 

 （２） 市の取材等広報活動に協力できること。 

 （３） 見附市の市税等を滞納していないこと。 

（補助対象事業） 



第４条 補助金交付の対象となる期間及び事業は、次に掲げるとおりとする。 

 （１） 対象期間 補助金の交付決定を受けた日から当該年度の末日まで 

 （２） 対象事業 受入企業等が労働関係法令を遵守し実施するインターンシッ

プで、原則１日当たり４時間以上、２日以上の期間において実施するもの。 

（補助対象経費） 

第５条 補助金の交付の対象となる経費は、前条の規定により実施したインターン

シップにおいて受入企業等が負担した経費で、次に掲げるものとする。ただし、

他の自治体が経費の一部を補助した場合はその額を補助対象経費から控除する

ものとする。 

 （１） 交通費 居住地と受入企業等の間の往路及び復路の移動であって、最も

経済的かつ合理的な交通の移動に要した経費。この場合において、自動車

を利用したときは、見附市旅費規程に準じた額で計算する。 

 （２） 昼食費 インターンシップ期間における昼食に要した経費。 

２ 前項の規定にかかわらず、次に掲げる経費は、補助対象経費としない。 

 （１） タクシー料金 

 （２） 領収書等で確認ができない経費 

 （３） 補助金の交付決定前に支払った経費 

 （４） その他市長が適当でないと認める経費 

（補助の額） 

第６条 補助金の額は、予算の範囲内で、補助対象経費に２分の１を乗じて得た額

（１，０００円未満の端数が生じた場合はこれを切り捨てる）とし、受入学生等

１人当たり１万円を上限とする。 

（補助金の交付申請） 

第７条 補助金の交付を受けようとする者（以下｢交付申請者｣という。）は、イン

ターンシップ受入の７日前までに見附市インターンシップ受入促進事業補助金

交付申請書（様式第１号）に必要な書類を添付し、市長に提出しなければならな

い。 

（補助金の交付決定） 



第８条 市長は、前条の申請があったときは、その内容を審査の上交付又は不交付

の決定を行い、交付申請者に対し、見附市インターンシップ受入促進事業補助金

交付（不交付）決定通知書（様式第２号）により通知するものとする。 

２ 市長は、必要と認めるときは、前項の規定による交付決定に際し、条件を付す

ることができる。 

（実績報告） 

第９条 交付申請者は、補助対象事業が完了したときは、見附市インターンシップ

受入促進事業補助金実績報告書兼請求書（様式第３号）を速やかに市長に提出し

なければならない。 

（補助金の額の確定） 

第１０条 市長は、前条の規定による実績報告を受けたときは、その内容を審査し、

補助対象事業の成果が補助金の交付決定の内容に適合すると認めたときは、交付

すべき補助金の額を確定し、見附市インターンシップ受入促進事業補助金確定通

知書（様式第４号）により、交付申請者に通知するものとする。 

（補助金の交付） 

第１１条 市長は、前条の規定により額を確定した後に補助金を交付するものとす

る。 

（交付決定の取消し） 

第１２条 市長は、補助金交付決定者が次のいずれかに該当すると認めたときは、

補助金の交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

 （１） 偽りその他の不正の手段により補助金の交付を受けたとき。 

 （２） 補助金を他の用途に使用したとき。 

 （３） 前２号のほか、法令又はこの要綱の規定に基づく命令若しくは補助金の

交付決定の内容に違反したとき。 

２ 市長は、前項の規定により補助金の交付決定を取り消したときは、見附市イン

ターンシップ受入促進事業補助金取消通知書（様式第５号）により、補助金交付

決定者に通知するものとする。 

（補助金の返還） 



第１３条 市長は、前条の規定により補助金の交付決定を取り消したときは、既に

交付した補助金の返還を命ずることができる。 

２ 市長は、前項の規定により、返還を命ずるときは、見附市インターンシップ

受入促進事業補助金返還通知書（様式第６号）により通知するものとする。 

３ 前項の規定により、助成金の返還命令を受けた者は、指定された期日までに

助成金を返還しなければならない。 

（補助金の効果調査） 

第１４条 市長は、第１１条の規定により補助金を交付した者に対し、事業効果の

調査等を行うことができるものとする。 

（その他） 

第１５条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

 この要綱は、公布の日から施行し、令和５年４月１日から適用する。 

 

 

  


